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中国の地域間経済力分配についての考察
渡 辺 利 夫
市場経済化にともない,中国の経済力は東部 (沿海部)に集中し,中 ･西部 (内陸部)と
の経済力格差はいよいよ大きいというのが通説のようである｡地域間経済力の分配構造が地
域間所得の分配構造を変化させて,東部と中 ･西部の所得格差が近年由々しい問題となって
いるとしばしば指摘される｡しかし,こうした指摘は果たして論証にどれほど耐えられるで
あろうか｡東部と中 ･西部との間に圧倒的に大きな格差が存在していることはまざれもない
が,これはいまになって始まったことではない｡問われるべきは,この格差が拡大に向かっ
ているのか縮小傾向にあるのか,そのベクトルである｡著しい格差の存在に眼を奪われて,
そのベクトルのありようをわれわれは見失ってはいないか｡
第 1節 地域間経済力変動
1979年の改革 ･開放期において中国の地域間経済力格差が拡大傾向にあるというのは,誤
まれる通説である｡われわれの計測によれば,中国の地域間経済力分配の不平等度は,改革
･開放期以前において高い水準にあり,以降それははっきりと縮小傾向にある｡改革 ･開放
期の地域間経済力格差の平等化に寄与したのは,東部内部における経済力の平準化,すなわ
ち上海,北京,天津,遼寧などの工業生産力の低下,広東,福建,漸江,江蘇などの工業生
産力の上昇に起因するとわれわれは考える｡
1
一級行政単位の1人当たり国民収入,1人当り農業収入,1人当り非農業収入を資料的な
I_1
ベースとし,かつ変動係数により中国全体の地域間経済力格差の推移を測ってみてみよう｡
もっとも,工業生産力の地域間分配のありようを時系列的に計測することは容易ではない｡
この点で利用できる近似値は,国民収入のうちの非農業収入のみである｡国民収入は,市場
3
価格で評価された物的生産部門の国内純生産であり,これには農業,工業,建築業,運輸業
および商業の国内純生産が含まれる｡農業収入は市場価格で評価された農業のみの国内純生
産であり,非農業収入は国民収入から農業収入を控除したものである｡
1人当りの国民収入,非農業収入,農業収入の3つの変動係数の時系列推移を示したもの
が図1である｡標準化のために同図では改革 ･開放政策の実施年前後の75-80年の係数値を
1.0にしてある｡改革 ･開放期以前における,国民収入で計測された中国の地域間経済力分
配は,大躍進期,その後の調整期,文革期などにおいてきわめて変則的な値を示した｡しか
し,1960年代中期に入って以来,1970年代の中 ･後期にいたるまでの間に,分配は相当の速
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図1 地域間変動係数の推移
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(資料)国家統計局 『全国各省,自治区,直轄市歴史統計資料匪鑑1949-1989』1990年0回家統計局 『中国統計年鑑』
各年版｡
度で不平等化に向かったようである｡しかしこの傾向は改革 ･開放の開始とともに明らかに
反転し,以来今日にいたるまで確かな平等化の傾向にある｡改革 ･開放期における国民収入
変動係数にかかる顕著な傾向をもたらしたのは,非農業収入 (工業収入)変動係数であり,
農業収入変動係数は改革 ･開放期においてむしろ上昇傾向にあることが図1よりわかる｡も
う一度いえば,改革 ･開放期における中国の経済力ならびに工業生産力の地域間分配は平等
化に向かっているのである｡どうしてこのような通説に反する事実が発生したのであろうか｡
改革 ･開放下における経済力分配平等化-のベクトルは,集権的計画経済から市場経済-の
転換過程で生じた必然的な現象だというのが,われわれの考えである｡
第2節 非国有工業部門の活性化
1979年の改革 ･開放政策の実施以降,とりわけ1984年の都市改革以来,中国は集権的統制
経済の紐を解き,市場経済化-の道を顕著な速度で歩んできた｡この過程でミクロ企業の活
性化が東部,中 ･西部の各地域でなされ,かつてなく高い工業成長がみられるにいたった｡
この間,全国,東部,中 ･西部の工業生産の年平均成長はともに10%台を維持した｡
しかし,この工業成長を牽引したのは国有企業ではない｡工業成長の牽引車は,集権的計
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画経済の枠の外に群生した郷鎮企業であり,外資系企業であった｡実際のところ,工業紙生
産額に占める所有形態別工業部門生産額の比率を概観した図2にみられるごとく,改革 ･開
放政策の始発時点で8割近 くに及んでいた国有企業の比率は,都市改革が開始された1980年
代中頃から急減し,その減少は逆転を含まず今日にいたっている｡国有企業生産額比率は1992
年に5割を割り込み,1994年には34.1%となった｡一方,非国有企業すなわち郷鎮企業と外資
系企業のシェア拡大には著しいものがあり,両者あわせて1985年の18.9%から1994年の57.5
%までに拡大した｡表 1に示されるように,改革 ･開放の全過程において国有工業の成長
寄与率は23.3%である一方,非国有工業のそれは実に76.7%に及んだ｡こうした傾向は都市
図2 工業絵生産額に占める各所有形態別工業生産額の比率
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(資料)国家統計局 『中国統計年鑑』各年版Q
表 1 所有形態別工業の年平均成長率 ･成長寄与率 (単位 :%)
1979-94年 1979-85年 1985-94年
工 業 全 体 ll.4(100.0) 9.7(100.0) 12.5(100.0)
国 有 工 業 5.4(23.3) 6.0(43.5) 5.1(18.8)
(注)カッコ内は寄与率o
(資料)国家統計局 『中国統計年鑑』各年版｡
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改革が開始されて以降の改革 ･開放後期においていっそう顕著である｡中国工業成長の牽引
主体が非国有工業とりわけ郷鎮企業であるという構図は今日いよいよ明らかであり,逆に国
有工業は成長の足を引っ張る存在となっている｡
所有形態別工業企業間にかかるパフォーマンスの顕著なちがいがあるのであれば,このこ
とは所有形態別企業の立地状況が大きく異なる中国においては,地域間のパフォーマンスに
も深甚を影響を与えずにはおかない｡改革 ･開放期における所有形態別にみたパフォーマン
スの変化が地域間経済力をどのように再編してきたのかを,以下考えてみよう｡
公式の行政区画によると,中国の国土は東部,中部および西部の3地域から構成され,図
3に示されている｡東部は1988年までは11省であったが,同年から海南島が一級行政単位に
昇格し,海南省が新たに設けられて現在では12省となっている｡ただし小稿では,整合的な
時系列統計を得るために海南省を広東省に含めて計測しており,したがって東部は11省であ
る｡中部と西部はともにそれぞれ9省である｡
国内総生産を100とした地域別比率をみると,1994年現在,東部は58.4%,中部は27.2%,
西部は14.4%となり,東部が中国経済の中枢に位置している｡同年の1人当り国内総生産は,
それぞれ東部5437元,中部2913元,西部2403元である｡
中国工業化の帰趨を長らく決定してきたのはいうまでもなく国有工業であり,その立地状
況を考慮に入れると,図4のごとく東部は漸江,江蘇,広東,山東,福建のグループAと河
北,天津,遼寧,上海,北京,広西のグループBとに分類される｡当該省の全工業生産額
(T)に占める当該省の国有工業生産額 (N)の比率 (N/T)から全国の工業総生産額
(T)に占める全国の国有工業総生産額 (N)の比率 (N/T)をマイナスした轟離値をみ
たものが図4である｡新江,江蘇,広東,山東,福建の順でこの値のマイナスが大きく,す
なわちここが国有工業の存在において薄く,非国有企業の存在において最も濃密な地域であ
ることがわかる｡
中国工業生産額の各地域ごとの成長率ならびに成長寄与率をみたものが,表2である｡1979
年から1994年までの改革 ･開放の全期間にわたって東部 (12.2%)の成長率が最も高いが,
中部 (10.2%),西部 (9.8%)も10%前後にあり,成長率自体には3地域間にそれほど大き
な格差があるわけではない.きわだった格差が観察されるのは,東部内部でのグループAと
グループBとの間においてである｡グループAの成長率 (15.8%)が中国全体の中で格段に
高い一方,グループBの平均成長率 (8.1%)は中 ･西部よりも低 く,全国で最低である｡
したがって,工業総生産額に占める各地域のシェア変化を1979年,1985年,1994年の3時点
でみると,表3からわかるように,東部が漸増,中･西部が漸減という緩やかな地域構造変
動の中で,しかし東部においてはそのグループAのシェアの激増,グループBのシェアの激
減という顕著な対照的変化が観察される｡
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図3 中国の諸地域
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東 部 中 部 西 部
グル-プA グループB
江蘇 北京 山西 四川
新江 天津 内蒙古 貴州
福建 河北 書林 雲南
山東 遼寧 黒竜江 西蔵
広東 上海 安微 駅西
(注)海南は広東に含まれる｡
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図4 国有工業生産額比率の全国平均からの轟離 (1990-94年)
(資料)国家統計局 『中Bl統計年鑑』各年版｡
表2 各地域の年平均成長率 ･成長寄与率 (1979-94年) (単位 :%)
地 域 全工業 国有工業 非国有工業
東部 12.2(68.6) 4.9(51.8) 20.7(73.7)
ブル-プA 15.8(48.7) 7.7(34.3) 22.2(53.0)
グループB 8.1(19.9) 2.9(17.5) 17.9(20.7)
中部 10.2(21.6) 5.9(30.2) 17.6(19.0)
西部 9.8 (9.8) 6.5(18.0) 17.6 (7.3)
全国 ll.4(100.0) 5.4(100,0) 19.7(100.0)
(資料)国家統計局 『中国統計年鑑』各年版｡
このような東部における地域間工業構造の変化をもたらしたものは,東部グループAにお
ける非国有工業の著しい高成長と,グループBにおける国有工業の低迷である｡表3から理
解されるごとく,国有工業の成長率において最低であったのは東部グループBであり,工業
成長に対するその寄与率は17.5%にすぎない｡東部グループBの非国有工業の成長率は同地
域の国有工業の成長率に比べればかなり高いものの,他の中 ･西部の非国有工業の成長率と
ほぼ同程度である｡東部グループAは国有工業の成長率においても全国で最高であったが,
とくに注目されるのは非国有工業の成長率の顕著な高さである｡改革 ･開放の全期間にわたっ
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表3 工業生産に占める各地域のシェア (単位 :%)
金工婆に占めるシェア 1979年 1985年 1994年
東 部 60.6 61.2 67.0
チ-1ルーフoA 24.4 31.2 43.8
クtルーフOB 36.2 30.0 23.2
中 部 26.5 26.5 22.6
西 部 12ー9 12.3 10.4
国有工婆に占め る シ ェア 1979年 1985年 1994年
東 部 59.4 56.2 55.3
クtルーフoA 20.4 22.6 28.0
クー ルーフ○B 39.0 33.5 27.2
中 部 26.7 29.2 28.6
西 部 13.9 14.7 16.1
非国有工糞に占めるシェア 1979年 1985年 1994年
東 部 64.7 69.8 73.1
ク■ルーフoA 38.1 45.8 52.0
ク小ルーフoB 26.6 24.1 21.1
中 部 25.5 22.0 19.5
39
(資料)Bl家統計局『中Bl統計年鑑』各年版D
て非国有工業成長に対するその寄与率 (53.0%)は他を圧している｡
第3節 郷鎮企業の発展
すなわち,改革 ･開放期において,東部,中 ･西部の相互間において工業力の分配構造に
はそれほどめだった変化はなかったが,顕著を変化が中国経済の心臓部にある東部の内部 2
つのグループ間で発生した｡そして東部のグループAとグループBの間の工業力分配構造に
大きな変化をもたらしたものが,前者における非国有工業の高成長と後者における国有工業
の低成長に由来するものであったことが判明した｡
さて,すでに示した図2からわかる通り,非国有工業の成長において決定的に大きな役割
を果たしたのは郷鎮企業であった｡郷鎮企業の成長は農村市場経済化の帰結である｡価格自
｣
由化と双包制の採用に由来する農村の市場経済化は,農民所得の増加を誘った｡生存維持的
水準をこえる余剰のほとんどを国家に吸引されてきた農村に,余剰の相当量が留保されるよ
うになったのである｡
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農村の市場経済化の恩恵に厚くあずかったのは増産意欲の強い農民であり,かつて ｢万元
戸｣として知られた人びとであった｡こうした一群の農民がより高い収益を求めて自部門以
外に投下可能な貨幣余剰を擁するにいたったのであり,これは建国後の中国に初めて生じた
特筆すべき状況であった｡農村に発生したこの ｢市場化可能｣を貨幣余剰が高い収益を求め
て向かっていった,そのゆきさきが郷鎮企業にほかならない｡
5
所得水準の上昇にともなって農民に生じた貨幣余剰は,農村信用合作社や農業銀行への農
民の預金額からこれをうかがうことができる｡暦年の 『中国農村金融統計』を検討してみる
と,次のことがわかる｡農村信用合作社-の預金主体は,集団農業,郷鎮企業,農家,その
他,の4つに分類される｡1979年時点において農村信用合作社-の預金合計のうち,農家は
36.3%を占めるのみであった｡しかしその後急上昇をつづけ,1985年には77.9%,1991年に
は実に85_5%を占めたo
農村信用合作社の貸出構成をみると,1979年には29.2%と比較的少なかった郷鎮企業-の
貸出額が急増し,1985年の41.1%,1991年には50.3%となって,他を圧する最大の貸出先と
なった｡農業銀行の預金,貸出をみてもほぼ同様の傾向をみることができる｡急増した農家
の余剰資金が,農業に比べて収益性の高い農村工業,つまりは郷鎮企業に向けて急速に流れ
ていったという事実がここに反映されている｡
しかし,資本の移転だけでは郷鎮企業は生まれない｡那鎮企業のごとき新事業主体を生み
だすには,同時にこの資本と結合すべき労働力もまたその自由を移動を保障されなければな
らない｡実は,人民公社制度の解体は,それまで公社のなかに押しこまれて ｢市場化｣する
ことのなかった余剰労働力を,市場にはっきりと顕在化させることに貢献した｡1979年に始
まる新農業政策の過程で,かつての人口移動に関する厳しい制限を維持することがしだいに
困難となってきたのである｡すなわち1979年以降の農業部門における労働生産性の全般的上
昇は,中国農業における人口過剰度を一段と強め,もはやこれを農村内部におしとどめてお
くことを不可能とした｡農民1人当り耕作可能を耕地面積ならびに稔耕地面積を考慮して試
みたわれわれの分析によれば,1992年における中国農村の過剰労働力は2億人に上る｡新農
業政策は,既存の労働力過剰状態をいっそう激しくし,彼らを農村内にとめおくことをもは
や不可能にした｡
こうした条件に促されて,政府は旧来の労働力移動制限を緩和させるという方向を新たに
選択した｡注目されたのは,1984年の ｢農民が集鎖に入り,戸籍を移すことに関する国務院
規定｣であった｡ここでは,農村内の小都市である鋲の工業,商業,サービス業などに従事
する意思と能力を有し,かつ鎖に固定的な住居をもつもの,ならびにその家族,さらには郷
6
鎮企業に長期に従事するものについては,鎮-の移住を許可するという政策変更がなされた
こうして新農業政策は,生存維持的水準を上まわる余剰を国家に吸引されてきた中国農村
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に,新たにその余剰の相当部分の留保を可能ならしめ,そうして収益性のより高い非農業部
門に投下し得る資金的余剰を創出したのである｡また郷と鎖との間の労働力の移動に対する
法的拘束が取りはずされ,人民公社内に潜在していた余剰労働力は市場にはっきりと顕在化
することになった｡この ｢市場化可能｣な資金と労働力が,かつてであれば想像できないよ
表4 農村における労働雇用構造の変化 (単位 :万人,%)
農村労働力 農 業 郷鎮企業 私営企業 個人経営
1978年 30,638 .(lop) 27,811 (90.6) 2,827 (9.2) 113 (0.3) 1,491 (35)
1980年 31,836 (10(》 28,836 (90.6) 3,000 (9.4)
1985年 37,065 (loヴ) 30,086 ~@1.2) 6,979 (18.8)
90 42010 ヴ 3114 041 9265 22.1
1991年 43,093 (lop) 31,752 03.7) 9,609 (22.3) 116 CO.3) 1,616 (3.8)
1992年 43,802 (100) 31,315 C71.5) 10,625 (24.3) 134 (0.3) 1,728 8.9)
1993年 44,256 (10(》 29,714 (67.1) 12,345 (27.9) 187 (0.4) 2,010 (礼5)
(資料)国家統計局 『中国統計年鑑』各年版D
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うな速度と規模で向かっていった,そのさきが郷鎮企業にほかならない｡改革 ･開放の全期
間にわたって約一億人弱の農村労働力が郷鎮企業に吸収されたのであり,このことは表4か
らうかがわれる｡
この郷鎮工業が,その工業成長に最も大きな貢献をなした省が,東部グループAのうちの
山東,断江,江蘇 (東部グループAl)である｡すなわち農村における資金 と労働力が郷
鎮企業に向けて最も激しく流動化し,これが工業成長の起因となった地域が東部グループ
Alにはかならない｡図5は1985年から1994年までの郷鎮企業の仝工業成長に対する各省の
寄与率と工業成長率との結合倍をみたものであるが,東部地域の漸江,江蘇,山東の位置は
歴然としている｡
第 4節 対外志向的発展
東部グループAのうち広東,福建は,改革 ･開放期において前者は1位,後者は2位の工
業成長地域であるが,高成長をもたらした動因は郷鎮企業ではなく,外資系企業であった｡
1994年の各省の固定資産投資額に対する海外直接投資 (実行額)の比率は,福建は59.6%,
広東は37.3%という圧倒的な高さにあり,この2省を除くと他はその比率においてかなり低
い｡両省は外資依存度の高さにおいて抜きんでており,その高成長を説明する要因は何より
もこれである｡図6に参照されたい｡この図の横軸は,1990年から1994年までの5年間の全
工業成長に対する外資企業寄与率であり,縦軸は工業成長率である｡東部においては,グルー
プA2が圧倒的に高く,グループBが相対的に低い｡東部グループAZに集中した外資企業が
香港と台湾の企業であった｡広東,福建の2省の高い外資依存度はいかなる要因によってな
されたのか｡
政府は,1988年に各省において財政請負制度を実施し,請負額を上まわる財政収入の使用
面における各省の権限を強めた｡それと同時に,中央が地方に指令する工業生産計画製品数
ならびに計画的統一分配物資数を削減し,さらには中央政府の投資審査批准権の多くを下放
して地方の権限を強化した｡この面で特記されるのは,他省より10年もはやく改革 ･開放が
開始された1979年以来,長らく中央から ｢特殊政策 ･弾力措置｣を与えられてきた広東と福
建の両省である｡
両省は経済計画の立案 ･施行における自主裁量権を中央から認められ,また両省が中央に
上納する財政資金と外貨についてはその額を一定期間据えおくという,定額請負制度を他地
域にさきがけて導入することを許された｡金融政策,賃金 ･物価政策における両省への権限
委譲も大胆であった｡この結果,改革 ･開放期の中国にあって市場経済化が最も顕著に展開
したのはこの両省であった｡
こうして1979年以降,広東,福建の固定資産総額は急増した｡財政請負制による広東の財
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図6 海外直接投資と工業成長 (1990-94年)
?
?
?
?
?
?
? ?
? ?
? ? ? ?
?
43
0.0 2.0 4.0 6.0 g.0 10.0 12.0
外資企業の重工業成長への寄与率 (%)
(注)名目値｡
(資料)国家統計局 『中国統計年鑑』各年報O
政努力が活発に引きだされ,財政資金使用面における自主裁量権が拡大されたからである｡
広東,福建は中央の制約から相対的に独立し,自省資源による積極的な投資活動にのりだし
たのであるが,この活力の発揚を大きく侃したのが香港と台湾の影響であった｡実は中央が
広東,福建に ｢特殊政策 ･弾力措置｣を与えたのは,それぞれ広東には香港の,福建には台
湾の経済的ダイナミズムを懐深く導入させようという目論見であった0
広東は香港に隣接し,福建は海峡をはさんで台湾に対面しており,それぞれ両者の血縁的
･言語的関係は強い｡建国以前の中国資本主義のエッセンスはこの香港,台湾に流出し,両
者はそこでアジアにおける最高の隆盛を誇るまでになった｡その資本主義のエッセンスの
｢内流｣を求めて,中央は特殊政策 ･弾力措置を広東と福建に与えたのである｡
7
1980年8月の全人代は ｢広東省経済特別区条例｣を承認 ･公布し,これを受けて広東省内
の深訓,珠海,地頭の三つの経済特別区を,また同年10月には台湾の対岸にある福建省アモ
イにもう一つの経済特別区を設置した｡加えて1985年には深川,珠海の背後地である珠江デ
ルタ地帯,アモイの背後地である関南デルタ地帯を開放地区に指定した｡1988年にはそれま
で広東省の行政区内にあった海南島を省に昇格し,同時に全島を経済特別区とした｡中央は
これら経済特別区,開放地区に対して財政,外貨留保などの諸面で幅広い自主裁量権を与え
るとともに,外資系企業に対する税制上の恩典付与権限を認めるなど,内陸諸地域とは異なっ
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た自由な管理体系の採用を許容した｡もってここを中国の対外開放政策の窓口とすることを
意図したのである｡
広東,福建に与えられた経済的自由を求めて,香港,台湾のモノ,ヒト,カネ,テクノロ
ジーは,当初は慎重に,しかし1980年代の後半にいたるや,底のぬけたような速度でそれぞ
れ広東省珠江デルタと関南地方に集中的な進出を開始した｡広東,福建は香港と台湾の経済
的活力を導入したことにより,一段と激しい市場経済化と流動化をみせ,現在の中国におい
て最高の成長率を顕示する2省-と変貌したのである｡
第5節 地域間経済力変動の帰結 (検証)
工業総生産に占める各地域のシェアを示した表3にもう一度注目してみよう｡ここで気づ
くのは,東部のシェアが圧倒的に大きく,内陸部,とりわけ西部のシェアがきわだって低い
ことである｡しかも東部は,工業紙生産額に占めるシェアにおいて高いのみならず,1979年
以来,最近年にいたるまでそのシェアを伸長させてきた｡このシェア拡大に寄与したのが非
国有工業であり,国有工業のシェアは東部においても縮小した｡中部ならびに西部の中国工
業総生産に占めるシェアは漸減傾向にあるが,漸減の原因は非国有工業の地位低下にあり,
国有企業のシェアはむしろ拡大したのであるo
もう一つ注目される重要な事実は,中国経済の心臓部ともいうべき東部の内部が実は同質
的ではなく,2つのきわめて対照的なグループに分類されていることである.グループAは
斬江,江蘇,山東,福建,広東であり,グループBは河北,天津,遼寧,上海,北京,広西
であった｡グループBは,工業総生産額,国有工業生産額,非国有工業生産額のいずれの範
噂でみても,改革 ･開放期にそのシェアを急減させてきた地域であり,逆にグループAのシェ
ア拡大は明瞭である｡とりわけ非国有企業のシェア拡大がめだっている｡東部のなかに,そ
の工業パフォーマンスにおいてまったく異質の動きをみせる2つのグループが併存している
ことに改めて注目しなければならない｡
中国経済において傑出した地位にある沿海部内部の2つのグループの地位変動のこの激し
さこそが,中国全体の地域間経済変動を説明する最大の要因なのである｡これに比較すれば,
中 ･西部における地位変動はむしろ微々たるものだということができよう｡語られるべきは,
東部の内部におけるこのグループ間の地位変動なのである｡
繰 り返しいえば,経済規模において小さなシェアしかもたず,かつ一貫して安定的に小さ
いのが中 ･西部である｡対照的に,経済力において圧倒的に大きなシェアをもち,その内部
においてはかつて高いシェアを誇っていたグループのポジションが低下し,低いシェアのグ
ループのポジションが上昇するという経済力平準化への激しい変動がみられたのが東部であ
る｡とすれば,この東部の動向が中国経済に大きな影響を与えて,中国全体の経済力分配を
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図7 1人当り国民収入の東部と中･西部の比較
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(資料)国家統計局 『全国各省,自治区,直轄市歴史統計資料匪鑑1949-1989』1990年,国家統計局 『中国統計年鑑』
各年版｡
平等化させるのに貢献したことになる｡確認のために図7をみてみよう｡
この図は,東部と中部との間,東部と西部との間,東部内部のグループAとグループBと
の間の1人当り国民収入格差の傾向である｡東部の1人当り国民収入を1.0とすると,中部
ならびに西部の1人当り国民収入は,改革 ･開放期において0.4ないし0.5の間をほぼ安定的
に変化しているoLかし,グループBを1.0としてグループAの変化をみた東部内部の動き
は一貫して右上がりであり,1980初頭の0.32から1992年には0.68にまで上昇した｡すなわち,
東部内部において大きな不平等化が生じたのである｡
お わ り に
グループAの経済的実績の高さと,それにともなう一人当たり国民収入の高い増加率は大
いに注目されるところである.しかし,このグループ自体が同質的な存在ではない｡広東 ･
福建タイプの ｢対外志向的｣な発展パターンをみせたものと,江蘇 ･断江タイプの農村工業
化を通じて ｢対内志向的｣な発展パターンをたどったものとの2つがある｡容易に想像され
るごとく,広東 ･福建タイプの発展パターンは血縁的,地線的,言語的にそれぞれ結びつき
46 第174巻 第 4 号
の強い香港,台湾という ｢外の中国｣との密度の濃い関係があって初めて成立し得た,その
意味で特殊なものだとみなされねばならないであろうo
他方,江蘇 ･漸江タイプの発展パターンは,過剰な人口を抱えながらも農村 ･農業の発展
をベースとし,その発展によって新たに生まれた貨幣余剰と労働力余剰が流れこんで創成さ
れた,郷鎮企業を中核とする農村工業化を通じて達成されたものである｡そうであれば後者
は,広東,福建のような条件に恵まれていない他の諸省の将来の発展のありかに示唆すると
ころきわめて大だといわねばならない｡
郷鎮企業は全国一様に発展しているわけではない｡大都市圏,ならびに大都市圏を後背地
としてもち,かつ豊かな農業地帯を擁するという地理的条件をもついくつかの沿海諸省に集
中している｡その典型例が江蘇と斬江であるOここは1970年代後半から農村工業化が急速に
進み,それにともなって余剰労働力が激しく流動化した地域である｡この経験は ｢江新モデ
ル｣として定式化されている｡
郷鎮企業の技術は伝統的なものが多く,そうした特徴のゆえに郷鎮企業は農業部門からの
強い労働力吸収を可能としている｡そしてまたこのことが,土地に対する強い人口圧力を緩
和して農業生産性を上昇させ,貨幣余剰と労働力余剰をさらに郷鎮企業に向けて吐きだす条
件を醸成するという ｢相互補強的関係｣を生むであろうことが期待できる｡もちろん郷鎮企
業の生産物は,農村の最終需要と直接的な結びつきをもっている｡こうして郷鎮企業の生成
は,自由な要素市場 (資本,労働)と商品市場 (財市場)を介在して,農業部門と工業部門
とのあいだに有機的な1)ンケージをつ く'りだす新単位 として生まれてきたということができ
る｡
郷鎮企業の登場によって,｢農業と近代産業との間に二元的な循環が突破され始め,相互
8
に交流し,相互に促進するという喜ぶべき局面があらわれることになった｣という中国経済
学者の表現は,的確である｡郷鎮企業は,急ぎすぎた社会主義的改造の過程で中国が整備 し
そこねてきた農工間の連携関係を新たに創出し,中国経済を1つの有機体たらしめる重要な
役割を演じ始めたのである｡｢江新モデル｣の,内陸部開発ならびに経済力 ･所得格差縮小
へのインプリケーションは大きいといわねばならない｡
以上
注
1 中国の行政区画は中央政府の管轄の下に,省級,地級および願級という三級行政管理制となっ
ている｡省級は3直轄市,5自治区,22省にわけられ,それらは一級行政単位とも呼ばれる｡
2 変動係数 (C)とは収入の標準偏差を平均収入で除したものであり,l
C2-1/n∑ (y7-P)2//L2として示される｡ここで,nは29の一級行政単位 (海南は広東‡-1
に含まれる)であり,ylは各一級行政単位の1人当り平均収入,JLは全国の1人当り平均収入
中国の地域間経済力分配についての考察 47
を示すO
変動係数は完全平等のときゼ ロとなり,完全不平等のときに最大値 (n-1)1/2をとる0
3 物的生産部門は文字通りにモノの生産を従事する部門であり,その以外の部門は非物的生産部
門といわれる｡前者は農業,工業,採掘業,建築業,交通運輸業などの部門を含む｡
4 近年の中国における農業生産請負制の形式の1つであるo一般的に ｢包産到戸｣と ｢包干到戸｣
に分けられる｡双包制とはこの2つの制度である0
5 農村信用合作社は日本の農協に相当する機関である｡
6 ｢国務院農民の集鎮転入 ･定住に関する通達｣(1984年10月13日)0
7 ｢広東省経済特別区条例｣は1980年8月26日に第5回全国人民代表大会で議決された｡経済特
別区は,特殊経済政策と特殊経済管理体制を実行する区として指定された｡この条例にともない
広東省の深訓,珠海,油頭の3つが経済特区に,福建省のアモイが経済特区として建設された｡
8 黄青禾 ･王誠徳 ･何道峰 ｢中国経済発展における農工関係｣『世界経済導報』1988年 1月11日｡
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があったことを記 して感謝する]
